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国立研究開発法人物質・材料研究機構 

法定外災害補償規程 

 

平成１８年３月３１日 

１８規程第１４号 

改正：平成２０年 ３月３１日 ２０規程第５６号 

改正：平成２１年 ３月 ９日 ２１規程第２９号 

改正：平成２７年 ３月２４日 ２７規程第３０号 

改正：平成２９年 ３月２８日 ２９規程第２５号 

 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、定年制職員、キャリア形成職員及び任期制職員（以下「職員等」と

いう。）の業務上の事由又は通勤による負傷、疾病、障害又は死亡に対して行われる労働

基準法（昭和２２年法律第４９号。以下「労基法」という。）及び労働者災害補償保険法

（昭和２２年法律第５０号。以下「労災法」という。）に基づく補償又は保険給付に加え

て、国立研究開発法人物質・材料研究機構（以下「機構」という。）が行う補償（以下「法

定外補償」という。）について、必要な事項を定めるものとする。 

（法定外補償） 

第２条 機構は、職員等の業務上の事由又は通勤による負傷、疾病、障害又は死亡に対し

て、次に掲げる法定外補償を行う。 

一 法定外休業補償 

二 障害特別援護金 

三 遺族特別援護金 

四 在宅介護住宅改良援護金 

五 自動車購入援護金 

六 長期家族介護者援護金 

２ 前項の規定にかかわらず、業務上の事由又は通勤による負傷、疾病、障害又は死亡の

原因が次の各号のいずれかに該当する場合は、特段の事情がある場合を除き、法定外補

償は行わない。 

一 職員等の故意又は重大な過失のみによる場合 

二 職員等が法令に定められた運転資格を持たないで、又は酒に酔って若しくは麻薬、

大麻、あへん、覚せい剤、シンナー等の影響により正常な運転ができないおそれがあ

る状態で車両を運転している間に発生した事故による場合 

三 職員等の故意の犯罪行為による場合 

四 戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱その他これらに類似の事

変又は暴動による場合 

五 地震、噴火又は津波による場合 
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六 核燃料物質（使用済燃料を含む。以下同じ。）若しくは核燃料物質に汚染された物（原

子核分裂生成物を含む。）の放射性、爆発性その他の有害な特性の作用又はこれらの特

性による場合 

七 風土病による場合 

（法定外休業補償） 

第３条 機構は、任期制職員が通勤による負傷又は疾病に係る療養のため勤務することが

できない場合において、労災法第２２条の２の規定により休業補償を給付されるときは、

その勤務することができない日から第３日目までについて、当該任期制職員に対して、

労基法で定める平均賃金の１００分の６０に相当する金額を、法定外休業補償として支

給する。 

（障害特別援護金） 

第４条 機構は、職員等が業務上の事由又は通勤による負傷又は疾病が治癒した場合にお

いて、身体に障害が存するときは、その障害の程度に応じて後遺障害等級（労働者災害

補償保険法施行規則（昭和３０年労働省令第２２号。以下「労災法施行規則」という。）

第１４条第１項から第４項までの規定による障害等級をいう。以下同じ。）を決定し、別

表第１の後遺障害等級欄に掲げる後遺障害等級の区分に応じ、当該障害の原因が業務上

の事由による場合にあっては同表の業務上災害欄に掲げる額を、通勤による場合にあっ

ては同表の通勤災害欄に掲げる額を、当該職員等に対して、障害特別援護金として支給

する。 

（遺族特別援護金） 

第５条 機構は、職員等の死亡が業務上の事由又は通勤による場合は、当該職員等の遺族

に対して、次に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める額を遺族特別援護金として

支給する。ただし、当該職員等が障害特別援護金を支給された後、当該障害特別援護金

を支給されることとなった負傷又は疾病が再発し、死亡した場合においては、支給すべ

き遺族特別援護金の額から既に給付を行った障害特別援護金の額を控除した額を支給す

る。 

一 業務上の事由による場合 １，８６０万円 

二 通勤による場合     １，０５５万円 

（在宅介護住宅改良援護金） 

第６条 機構は、次の各号のいずれにも該当する職員等には、その者が第２号の資金の借

入れを行った日の翌日から起算して１５年を経過する日の属する月の末日までの間に支

払った当該借入金に係る利息で年３分を超える利率によるもののうち機構が指定する額

を、在宅介護住宅改良援護金として支給する。 

一 国家公務員災害補償法（昭和２６年法律第１９１号。以下「補償法」という。）の規

定を適用することとした場合において、傷病補償年金を受ける権利を有する職員等又

は同法別表に定める第三級以上の等級に該当する障害により障害補償年金を受ける

権利を有する職員等 

二 居宅において介護を受けることを容易にするために必要な構造若しくは設備を備え

た住宅への改良又は当該構造若しくは設備を備えた住宅の建設若しくは購入のため

の資金を機構が指定する金融機関から借り入れ、かつ、当該資金の返済を行っている
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職員等 

三 前号の資金の借入れを行った日において７０歳未満の年齢であった職員等 

（自動車購入援護金） 

第７条 機構は、次の各号のいずれにも該当する職員等には、その者が第２号の資金の借

入れを行った日の翌日から起算して８年を経過する日の属する月の末日までの間に支払

った当該資金に係る利息で年３分を超える利率によるもののうち機構が指定する額を、

自動車購入援護金として支給するものとする。 

一 補償法の規定を適用することとした場合において、同法別表に定める第三級以上の

等級に該当するせき髄の障害、上肢の障害若しくは下肢の障害があることにより、又

は同表に定める第四級以下の等級に該当するこれらの障害のうち２以上の異なる障

害についての補償法第１３条第３項の規定による障害の等級が同表に定める第三級

以上になる場合の当該障害があることにより障害補償年金を受ける権利を有する職

員等 

二 自ら運転するために必要な特別の構造若しくは装置を備えた自動車の購入又は当該

構造若しくは装置を備えた自動車への改造を行うための資金を機構が指定する金融

機関から借り入れ、かつ、当該資金の返済を行っている職員等 

（長期家族介護者援護金） 

第８条 機構は、補償法の規定を適用することとした場合において、せき髄その他神経系

統の機能若しくは精神又は胸腹部臓器の機能の著しい障害（その程度が、常に介護を要

するものとして、人事院規則１６－０（職員の災害補償）第２５条の２又は補償法別表

に定める第一級に該当するものに限る。）により傷病補償年金又は障害補償年金を受け

る権利を有する職員等が、当該障害に係る傷病補償年金又は障害補償年金を支給すべき

事由が生じた日の翌日から起算して１０年を経過した日以後に死亡した場合（その死亡

が業務上の事由又は通勤によるものと認められる場合を除く。）には、その遺族に対して、

長期家族介護者援護金として、１００万円を支給するものとする。ただし、その死亡の

原因について長期家族介護者援護金を支給することが適当でない事情があると認めたと

きは、長期家族介護者援護金を支給しないことができる。 

（遺族の範囲及び順位） 

第９条 労働基準法施行規則（昭和２２年厚生省令第２３号）第４２条から第４５条まで

の規定は、第５条及び第８条に規定する遺族の範囲及び順位について準用する。 

（第三者の行為による事故） 

第１０条 機構は、職員等の業務上の事由又は通勤による負傷、疾病、障害又は死亡の原

因が第三者の行為によって生じた場合において、法定外補償をしたときは、その補償の

価額の限度で、法定外補償を受けた当該職員等（以下この条において「当該職員等」と

いう。）の第三者に対して有する損害賠償の請求権を取得する。 

２ 前項の場合において、当該職員等が当該第三者から同一事由について損害賠償を受け

たときは、機構は、その価額の限度で法定外補償をしないことができる。 

３ 機構は、特別の事情により前２項の規定を適用することが適当でないと認められる場

合は、別段の取扱いをすることができる。 

（民法による損害賠償との調整）  
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第１１条 機構は、この規程に定める補償を行った場合は、同一事由については、その価

額の限度において民法による損害賠償の責を免れる。 

（労災法等との関係） 

第１２条 法定外補償（在宅介護住宅改良援護金、自動車購入援護金及び長期家族介護者

援護金を除く。）の支給に係る決定、運用等は、労災法の規定に準じて行うものとする。 

２ 在宅介護住宅改良援護金、自動車購入援護金及び長期家族介護者援護金の支給は、人

事院規則、通達等を参酌して行うものとする。 

 

附 則 

この規程は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２０年３月３１日 ２０規程第５６号） 

この規程は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年３月９日 ２１規程第２９号） 

この規程は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年３月２４日 ２７規程第３０号） 

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年３月２８日 ２９規程第２５号） 

この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

別表第１ 

後 遺 障 害 等 級 業 務 上 災 害 通 勤 災 害 

後遺障害１級 １，５４０万円 ９１５万円 

後遺障害２級 １，５００万円 ８８５万円 

後遺障害３級 １，４６０万円 ８５５万円 

後遺障害４級 ８７５万円 ５２０万円 

後遺障害５級 ７４５万円 ４４５万円 

後遺障害６級 ６１５万円 ３７５万円 

後遺障害７級 ４８５万円 ３００万円 

後遺障害８級 ３２０万円 １９０万円 

後遺障害９級 ２５０万円 １５５万円 

後遺障害１０級 １９５万円 １２５万円 

後遺障害１１級 １４５万円 ９５万円 

後遺障害１２級 １０５万円 ７５万円 
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後遺障害１３級 ７５万円 ５５万円 

後遺障害１４級 ４５万円 ４０万円 

 


